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（参 考）
労働委員会制度の概要

(1) 概 要
労働委員会は、労働組合法に基づいて昭和２１年に設置されたわが国におけ

る代表的な労使紛争処理機関であり、労使関係の公正な調整と労使紛争の合理
的解決を図ることを目的としている。
労働委員会の職務権限は、

イ 不当労働行為事件の審査
ロ 労働争議の調整
ハ 労働組合の資格審査
である。

(2) 労働委員会の組織機構
イ 労働委員会の数

中央労働委員会は、国の行政委員会として東京に置かれており、地方労働
委員会は都道府県の行政委員会として、４７都道府県にそれぞれ置かれてい
る。

ロ 労働委員会の構成
、 、 （ ）、中央労働委員会 地方労働委員会ともに 公益を代表する委員 公益委員

労働者を代表する委員（労働者委員）及び使用者を代表する委員（使用者委
員）の三者で構成され、各側委員数は同数である。
なお、中央労働委員会は、各側１５名、地方労働委員会は各側１３名（東
） 。京 から各側５名まで都道府県ごとに定められた数の委員で構成されている

ハ 委員の任命
① 中央労働委員会の委員

労働者委員については労働組合の推薦（国営企業等担当委員の場合は国
営企業職員又は特定独立行政法人職員が結成し、又は加入する労働組合の
推薦）に基づいて、使用者委員については使用者団体の推薦（国営企業等
担当委員の場合は国営企業又は特定独立行政法人の推薦）に基づいて、公
益委員については労使委員の同意を得て作成した委員候補者名簿に記載さ
れている者のうちから両議院の同意を得て、それぞれ、内閣総理大臣が任
命する。

② 地方労働委員会の委員
労働者委員については労働組合の推薦に基づいて、使用者委員について

は使用者団体の推薦に基づいて、公益委員については労使委員の同意を得
て、それぞれ、都道府県知事が任命する。

③ 任期
委員の任期は、中央労働委員会、地方労働委員会ともに２年である。



不当労働行為事件の審査手続（流れ図）
再審査申立

↓
担当職員の指名（会長）

↓
審査委員の選任（会長）

（ ）初審命令の履行状況調査 事務局

事件係属の総会、公益委員会議への報告（事務局）
↓

労使委員の参与の申出（労使委員）
↓ 初審命令の履行勧告（会長）

事件説明（公労使委員に対して事務局）
↓

（期日 ２～３回）調 査
和 解○ 主張、争点の整理 ※労使委員・・・調査に協力

○ 証拠（証人）の整理、
証人採否の決定 ・労使委員・・・和

○ 事件処理方針の策定 解へ協力
○ 審問計画の策定 ・和解のための作業
○ 審問開始の決定 （意向打診、事情

聴取等が審問の前
↓ 後を問われず、状

況に応じて随時行
（期日 ２～３回） われる ）審 問 。

○ 当事者の陳述
○ 証人・証拠調べ ※労使委員・・・審問に参与
（証人数２～３人） （当事者、証人を尋問する

○ 最後陳述 ことができる ）。

結 審

↓

○ 審査委員が担当職員に事件の心証・命令
起案の方向性等を指示命

↓令
○ 命令書の起案、合議資料の作成（担当職員）の

↓起
○ 命令案の事務局検討（事務局）案

↓作
○ 命令案の委員検討（審査委員、事務局）業

↓ ○ 会長への報告（担当職員）

○ 労使委員による意見開陳

○ 組合資格審査

合 議
（公益委員会議）

↓

命令書交付




